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• 母子健康手帳の見直し、母子保健情報のデジタル化について

• 「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基

本的な方針」改定について
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年次 名称 内容

昭和17年～ 妊産婦手帳 出産の状況、妊産婦・出産児の健康状態等

昭和23年～ 母子手帳 乳幼児期までの健康状態の記録欄等の追加

昭和41年～ 母子健康手帳 医学的記録欄がより詳細に
保護者の記録欄等の追加（育児日誌的性格も付加）

平成4年～ 母子健康手帳 交付主体が都道府県又は保健所を設置する市から市町村へ
手帳の後半部分を任意記載事項に

沿 革

母子健康手帳について

構 成 と 内 容
① 必須記載事項（省令事項）：妊産婦・乳幼児の健康診査、保健指導に関する記録等

必ず記載しなければならない全国一律の内容。厚生労働省令で様式を規定している。
ex. 妊娠中の経過、乳幼児期の健康診査の記録、予防接種の記録、乳幼児身体発育曲線

② 任意記載事項（通知事項）：妊産婦の健康管理、乳幼児の養育に当たり必要な情報等
自治体の任意で記載する内容。厚生労働省令で記載項目のみを定め、通知で様式を示している。

自治体独自の制度等に関する記載も可能。
ex. 日常生活上の注意、育児上の注意、妊産婦・乳幼児の栄養の摂取方法、予防接種に関する情報

概 要
○ 市町村が、妊娠の届出をした者に対して交付（母子保健法第16条第1項）。

○ 妊娠、出産及び育児に関する一貫した健康記録であるとともに、乳幼児の保護者に対する育児に関する
指導書である。

※平成２２年乳幼児身体発育調査、近年の社会的変化及び母子保健の変化等を踏まえ、「母子健康手帳に関する検討会」を開催し、平成２３年１１月
に報告書を取りまとめ、その報告書を踏まえ必須記載事項（省令）及び任意記載事項（通知）の様式改正を行った。 →平成２４年４月１日から各市
町村において新様式を交付
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平成２３年度母子健康手帳の検討会について

平成２２年乳幼児身体発育調査、近年の社会的変化及び母子保健の変化等を踏まえ、「母子健康手帳に関する検討
会」を開催し、平成２３年１１月に報告書を取りまとめ、その報告書を踏まえ省令事項及び任意記載事項の様式改正
を行った。

概要

○ 妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進の重要性に鑑み、母子健康手帳の名称は変更しない

○ 省令様式の分量が増加する場合、任意様式の簡略化を行うが、最低限に必要な知識は引き続き情報提供する。

○ 妊産婦の意識の変化、妊婦健康診査の充実等を受け、妊娠経過の記載欄を拡充、自由に記入できる欄を増やす。

○ 胆道閉鎖症等、生後1か月前後の児の便色の異常を呈する疾患の早期発見のため、便カラーカードを母子健康手

帳と一体的に利用できるようにする。

○ 平成22年乳幼児身体発育調査に基づき、乳幼児身体発育曲線及び幼児身長体重曲線を改訂する。

○ 予防接種記載項目について、定期接種の記載欄を一連の様式とし、任意記載欄を増やすなど充実を図る。

○ 母子健康手帳以外の情報提供のあり方、健康診査等のデータの管理や活用等課題について今後さらに検討する。

母子健康手帳に関する検討会報告書の内容
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○ 母子健康手帳の様式については社会情勢の変化や保健医療福祉制度の変化等に伴い改正を行ってきた。

○ デジタル化が進む中で、平成30年度に「データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会」を開催し、電子
化すべき情報等について中間報告書がとりまとめられ、令和２年度からはマイナポータルを通じて本人が閲覧できる仕
組みとしたところである。一方で、母子保健情報について、乳幼児健康診査の内容の標準化や、情報の連携や利活用の
在り方等については引き続き検討が必要な事項とされている。

○ このような社会的状況の変化等を踏まえ、今般、母子健康手帳、母子保健情報等に関して検討を行うことを目的とし、
学識経験者・関係団体代表者等の協力を得て、厚生労働省子ども家庭局長の下に、本検討会を開催するものとする。

安宅 満美子

とりこえ助産院 助産師

（公益

・ 母子保健情報の電子化や自治体の電子的母子保健ツールの導入 、任意様式の情報量等の現状を踏まえ、
母子健康手帳の電子化、紙と電子の役割についてどう考えるか。

・ 母子健康手帳の役割 について、どのように考えるか。
・ 多胎児、低出生体重児、障害のある子ども、外国人家庭等 多様性に配慮した情報提供や父親の育児を推進する方策に

ついて、どのように考えるか 。
・ 母子健康手帳に反映すべき近年の制度改正等の動きやエビデンスはあるか。

（50音順・敬称略。◎は座長）

◎

母子健康手帳、母子保健情報等に関する検討会について

構成員

主な論点

安宅 満美子
とりこえ助産院 助産師
（公益社団法人日本助産師会 推薦）

石田 淳子
府 中 市 子 ど も 家 庭 部 子 ど も 家 庭 支 援 課 長 ・ 子 ど
も 家 庭 支 援 セ ン タ ー 所 長 （全国保健師長会 推薦）

伊藤 早苗
岐阜県輪之内町福祉課長・保健センター 所長
（全国町村会 推薦）

岡 明 埼玉県立小児医療センター 病院長

小林 徹
国立研究開発法人国立成育医療研究センター臨床研究
センターデータサイエンス部門 部門長

末松 則子 三重県鈴鹿市長

鈴木 俊治
日本医科大学女性生殖発達病態学大学院 教授
（公益社団法人日本産婦人科医会 推薦）

永光 信一郎
福岡大学医学部小児科 主任教授
（公益社団法人日本小児科学会 推薦）

中山 まき子 同志社女子大学現代社会学部 特任教授

濵田 圭子
兵庫県但馬県民局朝来健康福祉事務所 健康参事・地
域保健課長（公益社団法人日本看護協会 推薦）

三浦 清徳
長崎大学大学院医歯薬総合研究科産科婦人科学教
室 教授（公益社団法人日本産婦人科学会 推薦）

三平 元
医療法人社団すこやかおやこ 理事長
（公益社団法人日本小児科医会 推薦）

森田 圭子 特定非営利活動法人ホームスタートジャパン 代表理事

山縣 然太朗 山梨大学大学院総合研究部医学域社会医学講座 教授

山本 秀樹 公益社団法人日本歯科医師会 常務理事

渡辺 弘司 公益社団法人日本医師会 常任理事

（１）母子健康手帳の見直し方針について（夏頃を目途に検討）
⇒ 令和５年度以降、各市町村において新様式の母子健康手帳を交付

（２）電子化すべき乳幼児健診等の母子保健情報について（年度内に方向性を検討）

スケジュール
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「母子健康手帳の見直し方針について※」の概要
※母子健康手帳、母子保健情報等に関する検討会中間報告書（令和４年９月２０日）

（１）母子保健情報・母子健康手帳の電子化について
・現状：令和２年度以降、マイナポータルを通じて一部は閲覧可能

・今後の対応：

・母子保健分野に係る国民の利便性の向上、地方公共団体や医療機関の事務負担の軽減等を図るため、
令和７年度を目標時期として地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化が進められていることも踏まえ、
マイナンバーカードを活用した母子健康手帳のデジタル化に向け、環境整備を進めていくことが適当

・令和５年度以降、保護者に対する育児等の情報（任意様式）について、主として電子的に提供することが適当

（２）名称について

・父親の育児参加等の観点から変更すべきとの意見の一方、現在の名称の定着を理由に変更すべきでないとの意見

⇒ 「母子健康手帳」の名称は変更しない

・複数の自治体で既に他の名称を併記 ⇒ 市町村が独自に名称を設定し併記できる旨を、今後厚労省において周知

・心や体のことで悩みがある場合に地域の子育て世代包括支援センター等に相談するよう促す記載を追加

・産後ケア事業に関する記録欄を追加し、関係者間での実施状況等の共有を推進

・妊婦健診の標準的な検査の内容や意義等について情報提供を充実、検査陽性の場合に精密検査等を促す趣旨の記載を追加

・父親や家族が記載する欄を増加

・家族の多様性を踏まえ、適切な範囲で「保護者」という表現に改定

・成長発達の目安の記載項目について、両親が不安にならないよう注釈を追加。あわせて、追加する項目の考え方を整理

・妊娠・新生児・乳幼児・学童期・思春期にいたる継続性の観点から、任意様式に学童期以降の健康状態の記録欄を追加

・多言語版の母子健康手帳、低出生体重児向けの成長曲線等の充実等、多様性に配慮した情報提供を充実

・妊婦や保護者を自治体などの必要な支援に適切につなげられるよう、相談窓口の連絡先等をわかりやすく情報提供

・災害時への対応として、避難場所の連絡先や平時からの備えなどについて情報提供

母
親

父
親
や
家
族

こ
ど
も

そ
の
他

１．全体的な事項について

２．個別の事項について
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改正後の母子健康手帳について①
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【新設】



改正後の母子健康手帳について②
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母子保健情報発信コンテンツ作成事業【新規】
令和５年度当初予算（案）：母子保健衛生対策推進事業委託費 2.8億円の内数

○ 「母子健康手帳、母子保健情報等に関する検討会」において、母子保健情報の電子的な提供や多胎児、低出生体重
児や外国人家庭等の多様性に配慮したわかりやすい情報提供の充実について検討が行われているところであり、その検討結
果等を踏まえ、母子保健に関する情報をわかりやすく提供するためのコンテンツを作成し、様々なニーズを捉えた情報発信の
充実を図る。

１ 事業の目的

２ 事業の概要・スキーム

◆ 実施主体 ：民間団体（公募により決定）

◆ 補 助 率 ：定額

３ 実施主体・補助率

こ ど も 家 庭 庁

❶委託

民 間 団 体

自 治 体

（事業内容）
○ 母子健康手帳の任意様式に記載されている
妊娠・出産育児等の情報に係るわかりやすい
情報発信コンテンツの作成

○ 多胎児や低出生体重児等の多様性に配慮
した情報発信コンテンツの作成

○ 日本語版母子健康手帳の新たな記載内容、
様式に合わせた他言語版の母子健康手帳の
作成

○ 母子保健に係る効果的な情報発信のための
動画、パンフレットやポスター等の普及啓発資
材の作成 等

❷納品

❸周知・共有

（参考例）

❹情報発信
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データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会 中間報告書（概要）
【経緯】
○ 2018年１月に厚生労働省「データヘルス改革推進本部」のもとに、新たに「乳幼児期・学童期の健康情報」プロジェクトチームが設置され、乳幼

児期、学童期を通じた健康情報の利活用等について検討を進めることとなった。
○ これを受け、同年４月に子ども家庭局長の下に「データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会」を設置し、乳幼児健診及び妊婦健診の

健診情報の電子的記録様式の標準化及び電子化に関する検討を行った。

【中間報告書の主な内容】

１．電子的に記録・管理する情報
○ 乳幼児健診（３～４か月、１歳半、３歳）及び妊婦健診の健診情報にかかる「標準的な電子的記録様式」及び「最低限電子化すべき情報」を検討。

標準的な電子的記録様式

乳幼児健診・妊婦健診で把握される情報 概要 例

標準的な電子
的記録様式

本人又は保護者が自己の健康管理のために閲覧す
る情報で、市町村が電子化することが望ましい情
報。

・疾病及び異常の診察所見
・新生児聴覚検査に関する情報
・風疹抗体検査に関する情報

最低限電子化
すべき情報
※妊婦健診は対象外

転居や進学の際に、他の市町村や学校に引き継が
れることを前提として、市町村が必ず電子化する
情報。

・各健診時における受診の有無
・診察所見の判定に関する情報

２．電子的記録の利活用について ３．今後の検討事項
○ 引き続き検討が必要とされた主な課題。

・ 電子的記録の保存年限
・ 電子的記録の保存形式の標準化
・ データ化する項目の定義や健診の質の標準化
・ 学校健診情報との連携について
・ 任意の予防接種情報の把握について
・ 市町村における母子保健分野の情報の活用の在り方に
ついて

・ ビッグデータとしての利用について
・ 個人単位化される被保険者番号の活用にかかる検討も
踏まえた医療等分野における情報との連携について

など

マイナポータルでの閲覧 市町村間での情報連携

○ 生涯を通じたＰＨＲ制度構築の観点から、医療機関等においては、健診情報等をマイナンバーにより管
理することとなっていないことも踏まえ、医療情報も含めた個人の健康情報を同一のプラットフォームで
閲覧する方法等について今後検討が必要。

○ 現状、学校そのものは、マイナンバー制度において番号利用を行うことができる行政機関、地方公共団
体等として位置づけられていないため、学校健診情報と母子保健情報の連携に当たっては検討が必要。

○ 市町村が精密健康診査対象者の精密健康診査結果を確認する際に、医療機関から返却される精密健康診
査結果を効率的に照合する等の活用を進めることを念頭に、被保険者番号も把握する方向。

「マイナンバー制度により管理」「特定の個人を識別する識別子はマイナンバー」

（背景）・健診の実施主体たる市町村において情報が保有・管理されている
・マイナンバー制度に係る情報インフラが全国的に整備されている

乳幼児期・学童期の健康情報の一元的活用の検討などに取り組
む。
（経済財政運営と改革の基本方針 平成30年６月15日閣議決定）

政府
方針

ＰＨＲ（Personal Health Record）について、平成32年度より、マイナポータルを通じて本人
等へのデータの本格的な提供を目指す。そのため、予防接種（平成29年度提供開始）に加えて、

平成32年度から特定健診、乳幼児健診等の健診データの提供を開始することを目指す。
（未来投資戦略2018 平成30年６月15日閣議決定）
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乳幼児健診

基本情報 ３～４か月児健診 １歳６か月児健診 ３歳児健診

＜妊娠及び分娩歴＞
・妊娠中の特記事項
・妊娠高血圧症候群
・尿蛋白
・尿糖
・高血圧／浮腫
・貧血
・糖尿病
・多胎妊娠
・分娩時の特記事項
・帝王切開術
・骨盤位
・在胎週数
・出生時の特記事項
・新生児期の特記事項
・栄養方法
・先天性代謝異常等検査
・新生児聴覚検査

・初回検査
・再検結果
・精密検査

＜発達＞
・笑う
・追視
・定頸
・人の声のする方に向く
・おもちゃをつかむ
・お座り
・発語
・ひとり歩き
・二語文

各共通項目

妊婦健診

〇各回の妊婦健康診査において実施
する事項
・診察月日 ・妊娠週数
・体重 ・妊娠前の体重
・最終健診時体重・身長
・妊娠高血圧症候群
・妊娠糖尿病
〇必要に応じた医学的検査の結果
・血液型等の検査

・ABO血液型 ・Rh血液型
・不規則抗体

・B型肝炎抗原検査
・C型肝炎抗体検査
・風疹抗体
・血算検査

・ヘモグロビン
・ヘマトクリット
・血小板

・HTLV-1抗体検査
・子宮頸がん検診
〇妊娠中と産後の歯の状態
・初回診査
・妊娠（週数）
・要治療のむし歯
・（ありの場合の本数）
・歯石
・歯肉の炎症
〇出産の状態
・妊娠期間 ・娩出日時
・分娩経過 ・分娩方法
・分娩所要時間 ・出血量
・出血量
・輸血（血液製剤を含む）の有無
〇出産時の児の状態
・性別 ・数
・体重 ・身長

・判定
・身体的発育状況 ・精神発達 ・運動機能 ・神経系・感覚器系
・血液系 ・皮膚 ・循環器系 ・呼吸器系
・消化器系 ・泌尿生殖器系 ・先天性の身体的特徴

診察所見

・判定
・むし歯の状態 ・未処置のむし歯 ・処置済のむし歯
・歯肉・粘膜 ・かみ合わせ

歯科所見

・栄養

育児環境等

・健診受診日 ・健診受診時月齢
・身長 ・体重 ・胸囲 ・頭囲

・（健康診査依頼）日付
・（精密検査受診）日付 ・所見又は今後の処置

精密健康診査

※ 赤字は市町村が必ず電子化する項目
（最低限電子化すべき項目）

（出生時の身体計測値含む）

・母乳 ・離乳・栄養法

・熱性けいれん

＜眼科所見＞
・判定

・視力（両目・右眼・左眼）
・眼位異常

＜耳鼻咽喉科所見＞
・判定

・聴力（難聴）（右・左）

＜検尿＞
・蛋白 ・糖 ・潜血

・熱性けいれん
・視覚
・聴覚

・けいれん
・股関節 ・股関節開排制限
・斜頸 ・代謝系
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

母子保健情報デジタル化実証事業

○ 現状、妊婦健診、乳幼児健診の結果等については、実施者が母子健康手帳に記入するとともに、自治体が医療機関から提供された健康

診査の結果等を、健康管理システムやマイナポータルの中間サーバーに登録しているが、自治体における登録までには数ヶ月かかって

おり、速やかな母子保健情報の電子化・閲覧ができていない状況にある。

○ このため、モデル的に複数の自治体において健康管理システムの改修や民間アプリの活用等によるデータ連携等を行い、母子健康情報

のデジタル化の課題等を検証した上で、全国展開に向けた検討を行う検証事業を実施する。

○ 予防接種デジタル化事業の実施状況を踏まえつつ、母子健康情報デジタル化の全国展開に向けた検証事業を実施する。

【実施主体】民間団体（公募により決定）
【補 助 率】 定額

令和４年度第２次補正予算 4.8億円

厚 生 労 働 省

契約

検 証 受 託 事 業 者

医 療 機 関
自 治 体

健 康 管 理 シ ス テ ム

ＰＨＲとして
妊婦健診記録等を把握

妊婦健診、乳幼児健診等のデータ連
携

○自治体におけるデータ
連携の実証に係る調査研
究

※ PHRの観点より、個人が自らの保健
医療情報を管理できるように、 マイナ
ンバーを活用した情報共有・連携につ
いて検討すること。

＜自治体と医療機関の連携＞
▶パターン①
自治体の健康管理システムの改修

▶パターン②
医療機関の電子カルテシステムの活用

▶パターン③
PCやタブレット端末の活用

＜自治体と妊産婦等との連携＞
▶パターン④
母子保健アプリや母子保健情報の電子化ツールの導入

契約

シ ス テ ム 運 用

事 業 者 等

実証にかかる協定・
覚書・申合せ等

３ 実施主体等

❶ データ連携の実証事業に係る調査研究を行

う事業（検証受託事業者）の調達

❷ 本実証事業に参加を希望する自治体を公募

❸ 当該自治体が連携するシステム運用事業者

等と検証受託事業者との間で契約

⇒ 検証実施

（事業の流れ）

※ 予算の範囲で
複数自治体を選定

母子健康手帳のデジタル化
のためには、医療機関の情
報のデータ連携が必要
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2021年4月1日

• 母子健康手帳の見直し、母子保健情報のデジタル化について

• 「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基

本的な方針」改定について



主な内容

法律の目的

公布から一年以内の政令で定める日（令和元年12月1日）

施行日

※「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」（平成30年法律第104号）
※ 2018年12月14日公布

次代の社会を担う成育過程にある者の個人としての尊厳が重んぜられ、その心身の健やかな成育が確保されることが重要
な課題となっていること等に鑑み、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、成育医療等の提供に関する施策に関し、
基本理念を定め、国、地方公共団体、保護者及び医療関係者等の責務等を明らかにし、並びに成育医療等基本方針の策定
について定めるとともに、成育医療等の提供に関する施策の基本となる事項を定めることにより、成育過程にある者及び
その保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進する。

○基本理念
・成育過程にある者の心身の健やかな成育が図られることを

保障される権利の尊重

・多様化・高度化する成育過程にある者等の需要に的確に対応した

成育医療等の切れ目ない提供

・居住する地域にかかわらず科学的知見に基づく

適切な成育医療等の提供

・成育過程にある者等に対する情報の適切な提供、社会的経済的状況

にかかわらず安心して子どもを生み、育てることができる環境の整備

○国、地方公共団体、保護者、医療関係者等の責務

○関係者相互の連携及び協力

○法制上の措置等

○施策の実施の状況の公表（毎年１回）

○成育医療等基本方針の策定と評価
※閣議決定により策定し、公表する。
※少なくとも６年ごとに見直す

○基本的施策
・成育過程にある者・妊産婦に対する医療
・成育過程にある者等に対する保健
・成育過程にある者・妊産婦の心身の健康等に関する教育及び普及啓発
・記録の収集等に関する体制の整備等

例：成育過程にある者に対する予防接種等に関する記録
成育過程にある者が死亡した場合における
その死亡の原因に関する情報

・調査研究

○成育医療等協議会の設置
※厚生労働省に設置
※委員は厚生労働大臣が任命
※組織及び運営に関し必要な事項は政令で定める。

○都道府県の医療計画その他政令で定める計画の作成の際の
成育医療等への配慮義務（努力義務）

成育基本法の概要
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▶国・地方公共団体は、施策の進捗状況や実施体制等を客観的に評価し、必要な見直しにつなげるＰＤＣＡサイクル
に基づく取組の適切な実施 等

成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針 概要

成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項

基本的方向

その他の成育医療等の提供に関する施策の推進に関する事項

（１）成育過程にある者及び妊産婦に対する医療
①周産期医療等の体制 ▶総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター等の整備を通じた地域の周産期医療体制の確保 等
②小児医療等の体制 ▶子どもが地域において休日・夜間を含め、いつでも安心して医療サービスを受けられる小児医療体制の充実 等
③その他成育過程にある者に対する専門的医療等 ▶循環器病対策基本法等に基づく循環器病対策の推進 等

（２）成育過程にある者等に対する保健
①総論 ▶妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対する地域における相談支援体制の整備の推進 等
②妊産婦等への保健施策 ▶産後ケア事業の全国展開等を通じた、成育過程にある者とその保護者等の愛着形成の促進 等
③乳幼児期における保健施策▶乳幼児健診等による視覚及び聴覚障害や股関節脱臼等の早期発見及び支援体制の整備 等
④学童期及び思春期における保健施策 ▶生涯の健康づくりに資する栄養・食生活や運動等の生活習慣の形成のための健康教育の推進 等
⑤生涯にわたる保健施策 ▶医療的ケア児等について各関連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制の構築 等
⑥子育てや子どもを持つ家庭への支援 ▶地域社会全体で子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくりの推進 等

（４）記録の収集等に関する体制等
①予防接種、乳幼児健康診査、学校における健康診断に関する記録の収集、管理・活用等に関する体制、データベースその他の必要な施策 ▶PHR
②成育過程にある者が死亡した場合におけるその死亡原因に関する情報の収集、管理・活用等に関する体制、データベースその他の必要な施策▶CDR 等

（３）教育及び普及啓発
①学校教育及び生涯学習 ▶妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知識の普及・啓発の学校教育段階からの推進 等
②普及啓発 ▶「健やか親子２１（第２次）」を通じた子どもの成長や発達に関する国民全体の理解を深めるための普及啓発の促進 等

（５）調査研究 ▶成育医療等の状況や施策の実施状況等を収集し、その結果を公表・情報発信することによる、政策的対応に向けた検討等

（６）災害時等における支援体制の整備 ▶災害時等における授乳の支援や液体ミルク等母子に必要となる物資の備蓄及び活用の推進等

（７）成育医療等の提供に関する推進体制等 ▶各種施策に関する各地域の優良事例の横展開を通じた各地域の施策の向上 等

成育過程にある者等を取り巻く環境が大きく変化している中で、成育医療等の提供に当たっては、医療、保健、
教育、福祉などのより幅広い関係分野での取組の推進が必要であることから、各分野における施策の相互連携
を図りつつ、その需要に適確に対応し、子どもの権利を尊重した成育医療等が提供されるよう、成育過程にあ
る者等に対して横断的な視点での総合的な取組を推進する。

成
育
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令和３年２月９日閣議決定
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「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」改定の方向性（案）

改定の趣旨

＜改定の背景＞ ＜改定の方向性＞

改定の背景と方向性

○ 今般、成育医療等協議会での議論を踏まえ、現行の基本方針（令和３年２月９日閣議決定）について、

・ 令和３年２月の策定以降における、制度・施策等の改正・変更

・ 医療、保健、福祉、教育等の現場において新たに課題となっている事項への対応

・ 基本方針の更なる周知・広報のための施策

等を反映させるため、所要の改定を行う。

・関係法令・指針等との整合性を確保した上で、
記載を見直し

・地方公共団体の取組（例：基本方針を踏まえた
計画の策定、都道府県における関係者の連携・協
議等による広域連携等）を支援

・評価指標に基づき、施策の実施状況等を
評価・検討

・健康管理の充実や事業の質向上、災害時・
新興感染症まん延時の事業継続の観点から、
母子保健におけるオンライン化・デジタル化を推進

・こども家庭庁の設置

・こども基本法の制定

・医療的ケア児及びその家族に対する支援
に関する法律の制定

・医療計画（周産期・小児）の見直し

・母子健康手帳、母子保健情報等に関す
る検討会における議論

・産後ケア事業など、母子保健の課題

・新型コロナ対応を踏まえた取組
令和５年度～令和10年度における

成育医療等の施策の基本的方向等を策定

17



成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針 改定案反映後の概要

Ⅰ 成育医療等の提供に関する施策に関する基本的方向

２ 成育医療等の提供に関する施策の推進に向けた
基本的な考え方

• 成育過程にある者の健やかな成育が保障される権利及びリ
プロダクティブヘルス・ライツ（性と生殖に関する健康と
権利）を尊重

• こどもの意見を尊重、こどもの最善の利益を優先して考慮

• できる限り早期に正しい診断が可能となる体制を整備
科学的知見に基づく適切な成育医療等を提供

• 当事者の視点に立って、切れ目のない成育医療等を提供

３ 関係者の責務及び役割

○ 国は、成育医療等の施策を総合的に策定・実施

• こども家庭庁（成育基本法所管）による総合調整
• 施策の実施状況等に関する評価指標を作成

○ 自治体は、地域の特性に応じた施策を策定・実施

○ 国は、地方公共団体における取組（例：基本方針を踏ま
えた計画の策定・実施、都道府県内の関係者による協議
の場など）を適切に支援

○ 国、地方公共団体、医療関係者等は、成育基本法に定め
る基本理念の実現を図るため連携・協力

１ 成育医療等の現状と課題

• 妊産婦死亡率や乳幼児死亡率は、世界有数の低率国

妊産婦：2.5/10万、乳児：1.7/千、幼児：13.8/10万（令和３年）

• 少子化の進行 出生数：約81万人（令和３年、過去最少）

• 妊産婦・こどものメンタルヘルス、10代の妊娠、児童虐待
等の課題

※下線部は、現行の基本方針からの主な変更箇所 Ⅱ 成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項

１ 成育過程にある者及び妊産婦に対する医療

（１）周産期医療等の体制

• 周産期医療体制に関する医療計画への記載、関係者の協議
• 妊娠・出産・産後のケア、産後ケア事業・妊産婦健診の

広域的な調整、流産・死産を経験した方に対する支援等に
関する、都道府県内の関係者間の連携

• 精神疾患を合併する妊産婦への医療体制確保
• 災害や新興感染症のまん延に備えた、継続的な提供体制
• 産科区域の特定が望ましい中、医療機関の適切な体制整備
• 地域医療構想・医師確保計画を踏まえた、集約・重点化
• 医療従事者の勤務環境改善、助産師と医師の連携

（助産師活用推進事業、院内助産・助産師外来の推進）

（２）小児医療等の体制

• 小児医療体制に関する医療計画への記載、関係者間の協議
• かかりつけ医機能普及、救急体制や#8000事業の整備
• 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律に係

る施策と連携、小児在宅医療・小児在宅歯科医療体制充実
• 医療従事者の勤務改善、医療機関・薬局の従事者間の連携
• 災害や新興感染症のまん延に備えた、継続的な提供体制
• 小児科区域の特定が望ましい中、適切な体制整備

（３）その他成育過程にある者に対する専門的医療等

• 小児・AYA世代のがん患者に必要な医療・相談支援体制に
関する、都道府県がん対策推進計画への記載、関係者間の
連携

• 小児がんや小児慢性特定疾病等に係る小児用医薬品等の
開発を推進

• 全国の小児医療機関から情報収集等を行い、
小児を対象とした医薬品の適正使用等を推進

• 小児生活習慣病の予防を推進
• 移行期医療、治療法確立に向けた研究 等、小児慢性特定疾

病等に係る施策を推進 18



Ⅱ 成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項

２ 成育過程にある者等に対する保健

（１）総論

• 不妊、予期せぬ妊娠等の相談支援、男女ともに性や妊
娠に関する正しい知識を身につけ、健康管理を促す
プレコンセプションケアの実施を含め、切れ目のない
支援体制を構築

• 相談支援体制の整備、電話・オンライン相談の推進

• 妊娠・出産・産後のケア、産後ケア事業・妊産婦健診
の広域調整、流産・死産を経験した方に対する支援等
に関する、都道府県内の関係者間の連携

• 母子保健情報のデジタル化と利活用を推進し、
健康管理を充実、母子保健事業の質を向上

（２）妊産婦等への保健施策

• 関係者が連携し、バイオサイコソーシャルな悩み等に
対する、性や生殖に関する専門的な相談支援等を推進

• 妊婦健診における公費負担の推進、出生前検査（NIPT
等）や妊婦健診での感染症検査に係る適切な情報発信

• 産後のメンタルヘルスにおける多職種連携を推進

• 産前・産後サポート事業を推進

• 産後ケア事業の全国展開等に向け、広域的な連携支援
（都道府県）、体制整備・周知（市町村）を支援

• 若年妊婦・特定妊婦、多胎妊産婦への支援

• 妊産婦健診の受診勧奨、妊産婦の歯科健診を推進

• 妊娠・授乳中の薬物治療に関する相談支援体制を整備、
相談を通じて知見を収集、医薬品の適正使用等を推進

（３）乳幼児期における保健施策

• 先天性代謝異常等への対応（新生児マススクリーニング検査によ
る早期発見、その後の治療・生活指導等）を推進

• 母子保健事業（乳幼児健診等）を活用した子育て支援を推進

• 乳幼児健診の推進、学童期及び思春期までの切れ目ない健診等の
実施体制整備に向けた検討

• 関係者が連携し、乳幼児健診等の精度管理や広域的支援を推進

• 乳幼児期の難聴に関する総合的な体制整備を推進

• ３歳児の視覚検査に屈折検査機器を導入する市町村を支援

• 乳幼児・保護者に対する栄養指導や、乳幼児への食育を推進

• 乳幼児・保護者に対する、医薬品の適正使用等を推進

• 供給体制確保やワクチンの普及啓発等、予防接種を推進

（４）学童期及び思春期における保健施策

• 健康教育や食育を推進、妊娠・出産等に関する正しい知識の普及

• 予期せぬ妊娠等により不安を抱える若年妊婦等へのアウトリーチ
やSNS活用による支援、里親制度・特別養子縁組制度の普及啓発

• 子どもの心の診療ネットワーク事業を推進

• 保育所・幼稚園における障害のあるこどもの受入体制を整備

• 障害のあるこどもの福祉や栄養管理に係る相談支援体制を整備

• こどもの性と健康の問題に対応するため、学校医、性と健康の相
談センター、精神保健福祉センター等の連携を推進

（５）生涯にわたる保健施策

• 女性ヘルスケアやがんなどの健康教育・普及啓発を推進

• 性と健康の相談センター事業により、プレコンセプションケアを
推進、不妊症・不育症に関する情報提供・相談体制を強化

（６）子育てやこどもを育てる家庭の支援

• 出産や子育てに悩む父親に対する支援を推進

• 児童福祉法等改正法により、子育て世帯への支援体制強化を推進
（こども家庭センター、子育て世帯の身近な相談機関）

• 小児がんの患者や小児慢性特性疾病を抱える児童等が家族や友人
等と安心して過ごすことができる環境の整備について検討 19



Ⅱ 成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項

３ 教育及び普及啓発

• 妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知識の普及・啓発
を学校教育段階から推進

• 「健やか親子２１」を基本方針に基づく国民運動として位置付け、
子育て当事者・国民全体への普及啓発を促進

４ 記録の収集等に関する体制等

• PHR（Personal Health Record）、健康等情報の電子化・標準
化を推進、母子保健情報のデジタル化と利活用による健康管理の
充実や母子保健事業の質向上

• 予防可能なこどもの死亡を減らすことを目的とした
Child Death Review（ＣＤＲ）について、体制整備に向け検討

• ICTの活用による各種施策の推進

• 母子保健事業におけるオンライン化・デジタル化等に関する、
システム等の導入・運用を推進

５ 調査研究

• こども等の視点も踏まえた調査研究の推進、
シンクタンク機能の充実

６ 災害時等における支援体制の整備

• 災害時に必要な物資の備蓄・活用を推進

• 災害時小児周産期リエゾンの養成、災害時の患者搬送
等を円滑に行う体制の構築

• 新型コロナ対応も踏まえ、母子保健事業のオンライン
化・デジタル化等を引き続き推進

• 新興感染症患者を受け入れる周産期・小児医療機関の
設定等について、状況把握・検証、必要な検討を実施

７ 成育医療等の提供に関する推進体制等

• 優良事例の横展開、調査研究の推進等

Ⅲ その他の成育医療等の提供に関する施策の推進に関する重要事項

• 国は、成育医療等の施策について客観的に検証・評価し、必要な取組について検討

• 今回の基本方針は、令和５～10年度の６年程度を１つの目安として策定
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2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

成育医療等基本方針

健やか親子２１（第２次）

成育医療等基本方針を
踏まえた計画

（参考）医療計画

成育医療等基本方針を踏まえた計画の策定期間等について
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※ 医療計画の期間（2024～2029年度）については、一部、第２次成育医療等基本方針の期間（2023～2028年度）を外れる期間があるが、

当該期間についても第２次成育医療等基本方針と整合的なかたちで基本方針を踏まえた計画を策定することを想定。

医療計画等他の計画と調和を保った上での計画の策定が望ましいことから、計画の策定期間については医療計画と

同様の期間（2024～2029年度）とすることが望ましい。（地域の実情に応じて適宜設定して差し支えない）

第１次 第２次

基本方針に基づく
国民運動に位置づけ

次期基本
方針策定

★

★
自治体

（都道府県
・市町村）

次期計画
策定

国
策定指針

策定

★

医療計画等
と調和

※

中間評価
◆

最終評価
◆★

◆ 評価時点で入手可能な最新のデータを評価を実施。評価に資するよう、適切に目標値を設定

中間評価
◆ ◆★

最終評価

次期基本
方針策定

自治体
次々期

計画策定

第７次 第８次

★
都道府県
計画策定

国
指針策定

★

第10回成育医療等協議会

（令和５年１月11日）資料４


